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(57)【要約】
【課題】　調味乾燥したホタテガイ（帆立貝）の乾燥貝柱を生産するに当り、製品の歩留
まりを向上させ、かつ旨味及び光沢（てり）が改善された高品質な製品を生産する方法を
提供する。
【解決手段】　ホタテガイの貝柱を、焙乾した後にあん蒸を行う方法により乾燥貝柱を製
造するに当たり、焙乾工程を経た貝柱を該工程後の任意の段階で、焙乾工程でホタテ貝柱
から発生した焙乾ドリップに浸漬することにより、製品の歩留まりを大幅に向上させ、か
つ旨味及び光沢（てり）が優れた高品質な製品を生産する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ホタテガイの貝柱を、焙乾した後にあん蒸を行う方法により乾燥貝柱を製造するに当た
り、焙乾工程を経た貝柱を、該工程後の任意の段階で、焙乾工程でホタテガイ貝柱から発
生したドリップに浸漬することを特徴とするホタテガイ乾燥貝柱の生産方法。
【請求項２】
　焙乾工程において、温度１１０～２５０℃の過熱水蒸気により３～３０分間焙乾を行う
ことによって、貝柱重量が焙乾前の１／５～４／５（２／１０～９／１０）となる程度ま
で減少するように焙乾を行うことを特徴とする請求項１に記載のホタテガイ乾燥貝柱の生
産方法。
【請求項３】
　原料の貝柱が、生鮮貝の加熱脱殻により得られた生鮮貝柱又は冷凍された貝柱である請
求項１～請求項２のいずれかに記載のホタテガイ乾燥貝柱の生産方法。
【請求項４】
　貝柱を、ＮａＣｌ濃度０．５～１０（重量）％でかつ温度－５～１０℃の食塩水中に１
時間以上浸漬した後、二番煮を行うことなく、過熱水蒸気にて焙乾し、次いで、あん蒸を
行った後、焙乾ドリップへの浸漬を行うことを特徴とする請求項３に記載のホタテガイ乾
燥貝柱の生産方法。
【請求項５】
　貝柱を、ＮａＣｌ濃度０．５～１０（重量）％の食塩水で二番煮を行った後、過熱水蒸
気にて焙乾し、次いで、あん蒸を行い、引き続き、焙乾ドリップへの浸漬を行うことを特
徴とする請求項３に記載のホタテガイ乾燥貝柱の生産方法。
【請求項６】
　焙乾ドリップの固形分濃度が５～１５（重量％）である請求項１～請求項５のいずれか
に記載のホタテガイ乾燥貝柱の生産方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はホタテガイ（帆立貝）の貝柱を用いて「白干し」などの乾燥貝柱を良好な歩留
まりで生産する方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ホタテガイは、古くから、その貝柱が刺身などの生食用と、「白干し」で代表される乾
燥貝柱として食用に供せられている。
【０００３】
　従来、かかるホタテガイの白干しなどの乾燥貝柱は、例えば、特開平１１－４２０５１
号公報（特許文献１）、特開２００５－１３７３４０号公報（特許文献２）などに記載さ
れているように、原貝洗浄→一番煮（水煮）→貝柱摘出→二番煮（塩水煮）→焙乾（通風
乾燥）→あん蒸（乾燥）→選別・計量・包装の各工程を経て生産されるのが一般的である
。しかし、このような従来の方法による場合は、歩留まりが低く、これが生産コスト高に
つながることから、歩留まりの向上が求められている。また、その旨味や光沢（照り）な
どについても、さらなる向上が期待されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】　特開平１１－４２０５１号公報
【特許文献２】　特開２００５－１３７３４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
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　本発明の目的は、上述のようなホタテガイの乾燥貝柱の製品歩留まりを向上させるとと
もに、味覚が各段に向上し、かつ製品表面の光沢（てり）も良好な乾燥貝柱を製造する方
法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記の課題を達成するために鋭意研究を続けた結果、ホタテガイの白干
しなど乾燥貝柱の製造における焙乾工程で貝柱から出るドリップ（以下「焙乾ドリップ」
という）を巧みに利用することによって、歩留まりを向上させ、しかも、味覚や表面光沢
も大幅に改善することができるという知見を得て、本発明に到達した。
【０００７】
　すなわち、本発明によれば、以下のような生産方法が提供される。
（１）ホタテガイの貝柱を、焙乾した後にあん蒸を行う方法により乾燥貝柱を製造するに
当たり、焙乾工程を経た貝柱を、該工程後の任意の段階で、焙乾工程でホタテガイ貝柱か
ら発生したドリップに浸漬することを特徴とするホタテガイ乾燥貝柱の生産方法
（２）焙乾工程において、　温度１１０～２５０℃の過熱水蒸気により３～３０分間焙乾
を行うことによって、貝柱重量が焙乾前の１／５～４／５（２／１０～９／１０）となる
程度まで減少するように焙乾を行うことを特徴とする上記（１）に記載のホタテガイ乾燥
貝柱の生産方法。
（３）原料の貝柱が、生鮮貝から一番煮などの加熱脱殻により得られた生鮮貝柱又は冷凍
された貝柱である上記（１）～（２）のいずれかに記載のホタテガイ乾燥貝柱の生産方法
。
（４）貝柱を、ＮａＣｌ濃度０．５～１０（重量）％でかつ温度－５～１０℃の食塩水中
に１時間以上、好ましくは４時間以上浸漬した後、二番煮を行うことなく、過熱水蒸気に
て焙乾し、次いで、あん蒸を行った後、焙乾ドリップへの浸漬を行うことを特徴とする上
記（３）に記載のホタテガイ乾燥貝柱の生産方法。
（５）貝柱を、ＮａＣｌ濃度０．５～１０（重量）％の食塩水により二番煮を行った後、
過熱水蒸気にて焙乾し、次いで、あん蒸を行い、引き続き、焙乾ドリップへの浸漬を行う
ことを特徴とする上記（３）に記載のホタテガイ乾燥貝柱の生産方法。
（６）焙乾ドリップの固形分濃度が５～１５（重量％）である上記（１）～（５）のいず
れかに記載のホタテガイ乾燥貝柱の生産方法。
【発明の効果】
【０００８】
　以上の如き本発明方法によれば、焙乾ドリップによる浸漬処理を行わない従来の方法に
比べ、歩留まりが大幅に向上し、かつ製品中にホタテガイ貝柱の旨味成分が含まれた、食
味の改善された製品が得られるという利点がある。また、ドリップ処理なしに生産された
ものに比べ、製品に光沢（てり）が良好であり、外観においても優れた、高品質の乾燥貝
柱製品が得られる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】は本発明による乾燥貝柱（白干し）生産方法と他の方法との歩留まりを調べた結
果を対比して示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
＜原料となるホタテガイ貝柱＞
　本発明方法において原料となるホタテガイ（帆立貝）の貝柱としては、殻付きの生鮮原
貝を従来の一番煮（水煮）法、あるいは、本発明者が特開２００６－２８０３４８号で提
案した過熱水蒸気による方法などで開殻させ、摘出してウロ、ヒモなどの部分を除去した
貝柱が使用される。この貝柱は、必要に応じて、摘出後、水晒し処理を行ってもよい。殻
つきの原貝から貝柱を摘出する方法としては、手作業など貝柱を摘出する方法、一番煮（
水煮）又は水蒸気処理を行って開殻させ貝柱を摘出する方法などが適宜採用される。過熱
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水蒸気を使用する方法は、凍結原貝を効率的に開殻・脱殻することが可能であり、生鮮原
貝は勿論、凍結原貝からでも貝柱を得ることができるので、本発明においても有効に採用
することができる。また、本発明では、生鮮原貝から手作業などで貝柱を取り出し、その
まま凍結した「玉冷」と呼ばれる凍結貝柱も使用可能である。
　一番煮の条件としては、殻つきの原貝を約１００℃の水中で２～５分間程度煮るのが、
歩留まりの観点から好ましい。
【００１１】
＜二番煮＞
　一番煮、水蒸気処理などを経てホタテガイの原貝を開殻し摘出された貝柱は、必要によ
り水晒し処理（水洗）を行った後、引き続き、食塩含有水中で煮る二番煮工程に供給され
るのが一般的である。二番煮液は、ＮａＣｌ濃度が０．５重量％～飽和濃度、好ましくは
１．０～１０．０重量％、の食塩水を使用し、７０～１００℃の温度で５～２０分間程度
処理するのが適当である。この二番煮液には食塩のほかに塩化マグネシウム、塩化カルシ
ウムなどのアルカリ土類金属塩を含んでもよい。また、通常の食塩水に代えてＮａＣｌ濃
度が上記範囲内にある海洋深層水、海水、アルカリ水などを使用することもできる。
【００１２】
＜二番煮に代わるＮａＣｌ含有水溶液への浸漬処理＞
　本発明では、ホタテガイの貝柱を、必要により水洗を行った後、二番煮を行う代わりに
、ＮａＣｌ濃度が０．５重量％～飽和濃度、好ましくは１．０～１０．０重量％で、かつ
、温度が－５～４０℃、好ましくは－１～１０℃、の水溶液（例えば、食塩水）中に１時
間以上常低温で浸漬することにより塩味を付与することにより、二番煮を省略することが
でき、二番煮に要するエネルギーコストを低減させ、かつ旨味を向上させることができる
。
【００１３】
　二番煮あるいは上記の常低温浸漬処理に用いる水溶液のＮａＣｌ濃度は、既に述べたよ
うに０．５重量％～飽和濃度、好ましくは１．０～１０．０重量％とする。この範囲より
低いと、製品の白干しに必要な塩味が不足するだけでなく、次の焙乾によって貝柱の水分
率を必要程度まで低減させることが困難となる。一方、浸漬液の温度が上記範囲を超える
と、浸漬中に貝柱中の旨味成分が抜け出すおそれが生じるため、好ましくない。
　なお、乾燥貝柱の用途によっては、この浸漬処理に供給する貝柱を予め複数の小片に分
割（切り分け）し、その状態で浸漬処理を行ってもよく、その場合は、浸漬処理時間を短
縮することができる。上記水溶液としては、ＮａＣｌ濃度が上記範囲内にあ海洋深層水、
海水、アルカリ水なども使用することができる。
　この際、１気圧を超えるように加圧した雰囲気下で浸漬処理を行うのが好ましく、かか
る加圧下での浸漬処理を採用することによって、処理時間を大幅に短縮することが可能で
ある。特に好ましい圧力は１．５～３気圧である。
【００１４】
　凍結状態にあるホタテガイの凍結貝柱（例えば玉冷）を用いる場合は、ＮａＣｌ濃度が
０．５～１０重量％（好ましくは１．０～１０．０重量％）で温度が－５～１０℃の範囲
内の水溶液からなる解凍液を使用し、これに浸漬して解凍すると同時に塩味付けを行うの
が好ましい。凍結貝柱をこの温度範囲で解凍すると、貝柱中の旨味成分であるＡＴＰ（ア
デノシン三リン酸）関連物質の分解を抑えつつ円滑に解凍することができる。
【００１５】
　二番煮に代わる上記の浸漬時間は、通常、１時間以上あれば十分であり、解凍と同時に
塩味付与する場合は、通常、４～２４時間浸漬するのがよい。この浸漬によって、凍結し
ている貝柱が解凍されると同時に適度の塩味が付与される。
　なお、一番煮貝柱などの加熱脱殻を行った貝柱については、すでに加熱変性しているの
で、ＡＴＰ関連物質の分解は進行しない。
【００１６】
＜焙乾＞
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　本発明方法では、上記のような特定条件にて上記ＮａＣｌ含有水溶液濃度で二番煮又は
浸漬処理をした貝柱に対して、次に焙乾を実施する。焙乾は通常の方法でもよいが、過熱
水蒸気で焙乾するのが好ましい。具体的には、貝柱を過熱水蒸気焙乾装置内へ供給して貝
柱中の水分活性が０．９以下まで水分を除去するのが好適である。水分活性測定はＲｏｔ
ｒｏｎｉｃ社製測定装置（ＨｙｇｒｏＰａｌｍ）を用いるのが適当である。この過熱水蒸
気焙乾によって、貝柱重量が焙乾前の１／５～４／５（２／１０～９／１０）となる程度
まで減少させるのが好ましい。
【００１７】
　この過熱水蒸気焙乾では、温度が１１０～２５０℃、好ましくは１２０～１８０℃の過
熱水蒸気で、３～３０分間加熱するのが適当である。白干しの表面成分を保持し、表面の
艶（光沢）を出すために、過熱水蒸気による焙乾は１回だけでよいが、何回かに分けて行
ってもよく、例えば、５分×４回実施してもよい。ただし、焙乾工程は１日だけでよい。
いずれの場合も、あん蒸工程に入る前に貝重量が１／５～４／５（２／１０～９／１０）
になるように１回又は複数回焙乾を実施する。
　なお、この過熱水蒸気による焙乾を行うに当り、被処理貝柱を複数の小片に分割して焙
乾しても差しつかえない。なお、焙乾工程における過熱水蒸気処理の具体的条件は、本発
明者が先に提案した特開２００５－１３７３４０号に記載した条件が好ましい。
【００１８】
　過熱水蒸気による焙乾では、焙乾により発生するドリップの量が多く、かつドリップの
成分も良好なので、本発明を実施する上で好適なドリップを採取することができる。ただ
し、通常の通風乾燥による焙乾を行っても差しつかえない。
　焙乾ドリップ採取の方法としては、例えば、焙乾装置の下部に受皿を設けて貝柱から滴
下するドルップを受皿にためる方法、焙乾装置の下部に樋を設けて滴下するドリップを装
置外へ導出し、ビンなどの適当な容器にためる方法などが採用される。
　本発明において使用する焙乾ドリップの国形分濃度は５～１５（重量％）が好ましい。
したがって、焙乾工程で採取したドリップの濃度がこの範囲外のときは、濃縮または希釈
によりこの濃度に調整することが推奨される。
【００１９】
＜焙乾ドリップへの浸漬処理＞
　本発明では、上記の焙乾工程で発生したドリップ（焙乾ドリップ）を用いて、焙乾後の
ホタテガイの貝柱をこれに浸漬し、該貝柱中に焙乾ドリップを十分含浸させる。具体的な
処理の方法としては、まず、焙乾工程でドリップを採取し、これに焙乾工程後の任意の段
階、例えば、焙乾工程とあん蒸工程との間、あん蒸工程の途中、あるいは、あん蒸工程の
後に、貝柱を焙乾ドリップ中に浸漬する。
　本発明では、焙乾ドリップとして別の貝柱の焙乾工程で生じたドリップを使用してもよ
く、その貝柱の焙乾工程で生じたドリップを使用してもよく、また、両者を併用してもよ
い。また、焙乾ドリップを凍結乾燥などでいったん粉粒体とし、それを水に再溶解して使
用してもよい。
【００２０】
　浸漬の時間は１～３時間が適当であり、浸漬温度は常温でも良いが、０～１５℃が好ま
しい。浸漬を加圧下に行うこともでき、例えばオートクレーブなどの中でこのドリップ浸
漬処理も１気圧を超える加圧下で行ってもよい。このように加圧下で浸漬すると貝柱内部
への浸透が促進され浸漬時間の短縮を図ることができる。かくして、焙乾ドリップに貝柱
に浸漬することにより、乾燥貝柱の歩留まりが向上する。
　ちなみに、本発明者らの研究によれば、ドリップ浸漬による全糖量の増大効果について
は、焙乾終了後にドリップ浸漬するだけで約１．８倍となり、白干し１ｇ（乾物）に対し
て８％の向上がみられた。また、タンパク質についても、ドリップ浸漬ではコントロール
に比べ１０％程度の成分増が見られた。
　さらに、焙乾ドリップへの浸漬により、乾燥貝柱（白干し）の旨み及び光沢（てり）を
向上させることができる。すなわち、焙乾工程でホタテガイ貝柱から出たドリップ中には
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各種のアミノ酸や糖分などの旨味成分が多く含まれるため、浸漬処理によって、貝柱にホ
タテガイのこれらの成分を再吸収させて、乾燥貝柱の食味性を向上させることができる。
また、焙乾ドリップにはグリシン、アラニン等のアミノ酸類やグリコーゲン等の糖類が多
く含まれるため、これで浸漬処理した貝柱は表面の光沢（てり）がよくなるという効果も
ある。
　この焙乾ドリップ浸漬加工は、２回以上実施してもよく、例えば焙乾工程後とあん蒸工
程後でそれぞれ実施してもよい。
【００２１】
＜あん蒸＞
　上記のように焙乾した貝柱は、引き続き、温湿度が調節された空間内であん蒸が行われ
る。このあん蒸では、温度及び時間の条件を選定することによって製品の白干しの色調を
コントロールすることができる。本発明者は先に特開２００９－５７９１号において、二
番煮を行った貝柱について好適な色調を実現するあん蒸の方法を提案し、また、特願２０
０９－１４２７２７号において、二番煮を行わずに焙乾しい貝柱をあん蒸する場合に方法
を述べたが、それらのあん蒸方法は本発明でも同様に適用可能である。
　このあん蒸方法では、例えば過熱水蒸気などで焙乾した貝柱を、あん蒸装置（恒温恒湿
槽）内のネット上に並べ、装置内へ温度及び湿度を調整した空気を循環させるが、この際
、温度・湿度を以下のようにコントロールする。
【００２２】
　本発明では、あん蒸工程において、処理雰囲気を、当初から５～５０℃でかつ２０～８
０％ＲＨに調整するか、又は、当初は室温であん蒸を行い、開始から２～７日後に、雰囲
気を５～７０℃で２０～８０％ＲＨに調整することが好適である。
【００２３】
　焙乾した貝柱のあん蒸工程では、これまで天日・通風乾燥が主として行われているが、
上述のように、槽内の温湿度を積極的にコントロールできる恒温恒湿機や恒温恒湿室を使
用した温湿度調整あん蒸を行う。後述する実施例に示すように、この工程で意図的に雰囲
気の温湿度調整をすることにより非常に高く評価されるアメ色（ａ＊値２．０付近）の製
品が得られる。
【００２４】
　あん蒸の具体的条件としては、例えば、
（ａ）当初から温度５～５０℃、相対湿度２０～８０％ＲＨに調整した雰囲気中で実施す
る方法、あるいは、
（ｂ）当初は室温で行い、開始から２～７日後に、雰囲気を温度５～７０℃、相対湿度２
０～８０％ＲＨに調製して実施する方法、
のいずれかが採用される。
【００２５】
　上記のあん蒸工程により貝柱の水分率が１６（重量）％以下になっている場合は、それ
を製品とするが、水分がそれより多い場合は、引き続き、水分率が１６％になるまで再度
のあん蒸を繰り返す。すなわち、過熱水蒸気による焙乾を行う場合、焙乾は１回限りでも
よいが、上記のあん蒸は、上記の温湿度条件コントロールを１セットとして２回以上繰り
返し行ってもよい。特に、１回のあん蒸では貝柱の水分率が１６重量％以下まで低下しな
い場合には、２回以上行うことが望ましい。あん蒸工程中の雑菌繁殖を抑える目的であん
蒸時にＵＶ（紫外線）照射を行うことが推奨される。
【００２６】
　一般に、製品の色調の調整を念頭に置いた生産では、焙乾後に比較的高水分含量にする
ことがポイントになる。この場合、菌繁殖のリスクが高まるが、表面殺菌法としても有用
性が知られている過熱水蒸気による焙乾が有効であり、特にこれとＵＶ（紫外線）照射を
組み合わせたあん蒸法が高品質白干しの生産法として好適である。
【００２７】
　ホタテガイ貝柱は、上記のごとき乾燥貝柱（白干し）の生産において過度の褐変を引き



(7) JP 2011-110039 A 2011.6.9

10

20

30

40

50

起こす可能性があるが、本発明では、上記の各工程と温湿度コントロール下でのあん蒸を
組み合わせることで、製造期間を５～１０日程度と従来の３５日～４０日間から１／４～
１／７に短縮するとともに、好ましい色調と呈味をもつ製品を生産することが可能になる
。
　なお、本発明では、このあん蒸を行う際も、焙乾したホタテガイ貝柱を複数の小片に分
割して、あん蒸工程に供給するようにしても差しつかえない。
【００２８】
　なお、一般に、ホタテガイ貝柱の煮汁の濃縮液（ホタテエキス）を調製し、これで貝柱
を処理することで味付けする方法が知られているが（特開平８－８４５７４号公報参照）
、この方法では、旨味付与が不十分となり、しかも、光沢（てり）の良好な乾燥貝柱の製
品を得ることができない。ただし、本発明では、上記の焙煎ドリップ浸漬処理に加えて、
二番煮液などを濃縮した液への浸漬処理を行っても差しつかえない。
【００２９】
　上述のごとき本発明によれば、製品の歩留まりが従来の方法によれば通常と比べて格段
に向上する。なお、ここでいう「歩留まり」とは、原貝の重量に対する白干し製品の重量
％で示される値である、従来の方法の歩留まりは通常３．０～３．５重量％程度であるが
、本発明によれば、これが４．０～５．０重量％にまで上昇する。歩留まりの重量％で表
示すると僅か１～２重量％の上昇ではあるが、ホタテガイの白干しなどの乾燥貝柱は、も
ともと歩留まりが３重量％程度であるから、これが１重量％も上昇することは、増産率に
して３０％以上となり、生産性の大幅な改善となる。
【００３０】
　さらに、貝柱からドリップ中に抜け出たアミノ酸類や糖類の旨味成分が浸漬によって貝
柱に戻されるので、旨味が大幅に向上する。また、製品が光沢（てり）のある外観となる
ので、商品価値の高い品質のすぐれた乾燥貝柱（白干し）を生産することができる。
【実施例】
【００３１】
　以下、本発明の実施例を詳述するが、本発明の範囲はこれらによって限定されるもので
はない。なお、例中の％は特に断らない限り重量％を意味する。
【００３２】
［実施例１］
　北海道常呂漁業協同組合から購入したホタテガイ原貝を１００℃で３分間一番煮を行っ
た後、二番煮を行うことなく、焙乾を行った。焙乾では清本鐵工社製小型過熱水蒸気装置
（Ｋ・ＳＯ－０９３５Ｓ）を用いて，１５０℃の過熱水蒸気（ＳＨＳ）により上記貝柱を
４分３０秒間加熱した。焙乾は１回とし、引き続いてあん蒸を４０～６０℃，４０～７５
％ＲＨの範囲で製品の水分活性が０．６５以下になるまで行った。水分活性測定は、Ｒｏ
ｔｒｏｎｉｃ社製測定装置（Ｈｙｇｒｏ　Ｐａｌｍ）を用いた。測定に当り、試料貝柱の
１５個のうち１０個を無作為に選択して測定した。
【００３３】
　続いて、焙乾後の貝柱をあん蒸するに当り、あん蒸方法としては、干物用ネット上に室
温放置（１５～２０℃、ＲＨ約３０％）する方法を採用し、貝柱水分が１６％になるまで
繰り返し行った。
【００３４】
　それぞれの貝柱を、ＳＨＳによる焙乾前に、固形分濃度の異なる４種類のＳＨＳ焙乾ド
リップに１℃で２０時間浸漬して貝柱にドリップを含浸させた後、上記の工程を経て製品
とした。
【００３５】
　それぞれの歩留まりは以下の表１に示す通りであった。
　比較のため、同じロットの原貝を用いて、同じ条件で一番煮を行った後、７％ＮａＣｌ
水溶液中で１００℃にて１４分間二番煮を行い、以後は上記と同様に焙乾とあん蒸を行っ
て歩留まりを測定した。その結果を表１のコントロール欄に示す。
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【００３６】
【表１】

【００３７】
　このようにして得られたホタテガイ貝柱の白干しを、それぞれ、男女計５名の官能検査
により評価した。評価では、市販白干しに比べて、１（不良）、２（やや悪い）、３（普
通）、４（やや良好）、５（非常に良好）に区分し、５名の平均を四捨五入して表示した
。その結果を表２に示す。
【００３８】

【表２】

【００３９】
［実施例２］
　実施例１と同様の方法において、貝柱を浸漬する液体として、６％ＮａＣｌ水溶液、二
番煮後の煮汁を濃縮したエキス（ＳｕｐｅｒＥＸ）と本発明による焙乾ドリップを用いた
場合およびコントロールとして従来のごとく７％ＮａＣｌ水溶液中で１００℃にて１４分
間二番煮を行った場合について、歩留まりの測定を行った。その結果を図１に示す。
【００４０】
　以上の結果から、夲発明によれば、歩留まりが大幅に向上し、しかも、食味表面光沢が
改善されることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００４１】
　本発明の方法によれば、高い歩留まりで良好な高品質のホタテガイ乾燥貝柱（特に白干
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し）を生産することが可能になるため、本発明は、漁業及び食品工業にとって有用な技術
である。

【図１】
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